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一般組合員の年金制度（令和５年４月１日現在）  
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§６ 職域年金は「退職等年金給付（年金払い退職給付）」へ 13頁 

Ⅲ 退職後の年金と請求手続等 14頁 

 §７ 過去に受けた一時金の返還（公務員のみ） 14頁 

 §８ 年金の繰上げ（60歳以降）＆ 繰下げ（66歳以降） 15頁 

 §９ 老齢厚生年金と退職後の所得による支給制限 18頁 

 §10 障害厚生年金・障害基礎年金 21頁 

 §11 離婚時の年金分割（合意分割と第３号分割） 24頁 

 §12 遺族厚生年金・遺族基礎年金 25頁 

 §13 年金請求手続  27頁 

◇ 令和４年度の制度改正＆年金受給権者の再就職に伴う手続 30頁 

 

◆ 「退職届書」の記入要領等（※退職者全員提出） 32頁 

● ≪年金制度ＦＡＱ（Ｑ１～Ｑ21）≫ 33頁 

※ 一般組合員とは、長期給付（年金）事業の適用を受ける本務者・再任用フルタイム・

任期付職員等です。 

※ 令和４年 10月１日の制度改正に伴い、(*)臨時的任用職員は、公務員共済（地共済）

の厚生年金ではなく、日本年金機構の一般厚生年金に加入しています。 

（*）長期給付（年金）事業の適用を受けない短期組合員は、一般厚生年金被保険者となります。 
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１ 被用者年金制度 

Ⅰ 公的年金制度の仕組み 

 

 

 第 1 号厚生年金 

被 保 険 者 

第２号厚生年金 

被 保 険 者 

第３号厚生年金 

被 保 険 者 

第４号厚生年金 

被 保 険 者 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

企業年金等  経過的職域加算(※)＋退職等年金給付（年金払い退職給付） 
 

厚生年金 

 

厚生年金  

  

  国   民   年   金  ( 基  礎  年  金  ） 

自営業者等 

 
会社員 

地方公務員等 

（短期組合員） 

 
 国家公務員 

（国立大学法人 

等職員） 

 

地方公務員 

（一般組合員） 
私学教職員 

第２号被保険者の 

被扶養配偶者 

 国民年金の 

第１号被保険者 

     国民年金の 

第３号被保険者 

 

（※）経過的職域加算とは、従来の「職域年金部分（３階部分）」に相当する年金のことをいう。 
  

２ 国民年金（基礎年金）の被保険者の種別 

種 別 対  象  者 

第１号被保険者 
国内に住所を有する 20 歳以上 60 歳未満の自営業者、学生などで、第２号被
保険者及び第３号被保険者に該当しない人（保険料は本人が納付） 

第２号被保険者 厚生年金の被保険者（65歳未満） 

第３号被保険者 第２号被保険者（65歳未満）の被扶養配偶者で 20歳以上 60歳未満の者 

 

３ 厚生年金の被保険者の区分（令和４年 10 月以降） 

民間被用者（会社員）・地方公務員等（短期組合員） 第１号厚生年金被保険者  

国家公務員等（国立大学法人等職員） 第２号厚生年金被保険者  

地方公務員等（一般組合員） 第３号厚生年金被保険者  

私立学校教職員共済制度の加入者 第４号厚生年金被保険者  
 

§１  公的年金制度  
 

平成 24年８月に公布された「被用者年金一元化法」により平成 27年 

10月以降、共済年金は厚生年金に統一され、公的年金は「全国民共通の 

国民年金（基礎年金）」と「厚生年金」の２つの制度になりました。 

国民年金の第２号被保険者 

付加 
年金 

国民年金基金 

個
人
年
金 
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４ 公的年金の種類   
 

給付事由 年齢・要件など 厚生年金 国民年金 

老齢 
64 歳まで 特別支給の老齢厚生年金 ― 

65 歳から 本来支給の老齢厚生年金 老齢基礎年金 

障害 
重度 障害厚生年金 障害基礎年金 

軽度 障害手当金 ― 

(＊)死亡 
子のある配偶者 遺族厚生年金 遺族基礎年金 

子のいない配偶者 遺族厚生年金 ― 

 
（＊）遺族厚生年金の受給者となれる遺族は、一般組合員であった人が死亡した当時、その者によって生

計を維持されていた配偶者、子、父母、孫、祖父母です。（妻以外は、年齢制限あり。） 

 

５ 老齢厚生年金について   

平成 27 年 10 月に被用者年金が一元化されたことに伴い、年金の名称は、退職共済年金から老齢

厚生年金になりましたが、年金額の計算方法や受給要件などに変更はありません。 

  老齢厚生年金は、本来、65 歳から支給されますが、当分の間、支給開始年齢から 65 歳までの間

は、「特別支給の老齢厚生年金」が支給されます。 

この年金は 65歳になると消滅して『本来支給の老齢厚生年金』に切り替わります。 

 (1) 昭和 36年４月１日以前に生まれた者は、65歳になるまでの間、「特別支給の老齢厚生年金」が

支給されます。 

 (2) 昭和 36 年４月１日以前に生まれた者は、65 歳から『本来支給の老齢厚生年金』が支給され、

国民年金制度から「老齢基礎年金（国民年金）」の支給が始まります。  

 (3) 昭和 36年４月２日以降に生まれた者は、「特別支給の老齢厚生年金」の支給はありません。 

 (4) 昭和 36年４月２日以降に生まれた者は、65歳から、『本来支給の老齢厚生年金』が支給される

と同時に国民年金制度から、「老齢基礎年金」が支給されます。 

 
 

６ 退職等年金給付（年金払い退職給付）について（公務員等の年金：３階部分） 
 

平成 27年９月までの組合員期間 平成 27年 10月以降の組合員期間 

経過的職域加算 
（旧職域部分：３階部分） 

退職等年金給付  
（年金払い退職給付）  

老齢厚生年金（旧共済年金） 

国民年金（基礎年金） 

共済組合が  

支給する年金 

日本年金機構が

支給する年金 
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１ 国民年金加入者の種別が変わったとき    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 
 

２ 国民年金の保険料 
 

国民年金第１号被保険者（自営業者・無職・学生等（国民年金の任意加入者を含む））の保険料は、

誰もが同じ、「定額制」になっています。 

※ 令和６年度の保険料は、月額 16,980円とされています。 

※ 国民年金制度等については、各市（区）役所、町役場の国民年金担当窓口で確認してください。 

   

～60歳未満の被扶養配偶者（国民年金第３号被保険者）がいる者～ 
  
退職後、再就職しない（網掛けの枠）に該当し、かつ「60歳未満の被扶養配偶者」が 

いる者は、配偶者の国民年金の「種別」が変わります。 

お近くの市区町役場で手続を行ってください（※60歳まで保険料納付要）。 
 
 

本人（元一般組合員）の再就職等の状況 
元組合員が加入す

る被用者年金制度 

60 歳未満の被扶養配偶者 

種 別 届出先 保険料 

・再就職しない  

・自営業  

・公務員等として下記以外（週 20 時間未満の

パートタイム）で勤務 

・公立学校共済組合の任意継続組合員になる

(注) 

加入しない 

第３号 

↓ 
第１号 

お住ま

いの市

区町村

役場 

必要 

・公務員として、暫定再任用フルタイム・任期

付等の一般組合員として勤務 
公務員共済組合 

第３号 

↓ 
第３号 

組 合 員

の 再 就

職先 

不要 
・民間会社又は、私立学校で勤務 

・公務員として任用期間２か月を超える非常勤 

勤務又は、週 30 時間程度のﾊﾟｰﾄﾀｲﾑで勤務 

・週 20 時間程度の短時間で勤務（※） 

・地共済等の短期組合員として勤務（※） 

（※一定の要件を満たしている場合） 

厚生年金保険 

又は、私立学校 

教職員共済制度 

 

(注) 公立学校共済組合の任意継続組合員は、医療保険制度の適用はありますが、共済組合の一般組合員 

としての資格を有しないため、年金制度の適用はありません（一部、福祉事業の適用あり）。 

§２  国民年金の加入手続 
 

国民年金は、20歳以上 60歳未満の人が加入する制度です。 

退職後、共済組合の一般組合員の資格喪失と同時に「国民年金第２ 

号被保険者」の資格を喪失します。 

併せて、現職中に 60歳未満の配偶者を扶養していた者は、配偶者も 

国民年金「第３号」被保険者の資格を喪失します。 

自身で、国民年金の加入（種別変更）手続が必要になります。 



- 5 - 

 

３ 60歳 退職後に加入する公的年金制度  

   

 
 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
《 国民年金の手続 》 
 

○ 第１号被保険者の手続（※60 歳以上の退職者は、該当しない。） 
第１号被保険者になった時（20 歳以上 60 歳未満の者で、第２号及び 第３号被保険者から、第１ 

号被保険者に変更した時を含む。）は、本人が各市区町村役場へ届出を行う必要があります。 
 

○ 第２号被保険者の手続 
再就職をして、再度、第２号被保険者になった時（第１号・第３号被保険者から第２号被保険者 

に変わった時を含む。）の届出は、勤務先の事業主が、年金事務所で手続を行うため、本人の届出は 
必要ありません。 
  

● 第３号被保険者の手続（20 歳以上 60 歳未満の被扶養配偶者） 
第３号被保険者になると配偶者が加入している厚生年金等から保険料が拠出されるので、本人が 

  国民年金の保険料を納める必要はありません。 
第３号被保険者になるための手続は、再就職先の事業主を経由して行ってください。 

※ 再就職しない場合は、配偶者本人が最寄りの市（区）町又は、年金事務所等で、国民年金制度 
（第１号被保険者）加入の手続を行い、60 歳まで保険料を納付してください。 

 
☆ 65 歳以上の厚生年金の被保険者が、老齢厚生年金等の受給権を有している場合は、国民年金制 
度上の第２号被保険者とならないとされています。 
したがって、その者によって扶養されている配偶者は、20 歳以上 60 歳未満であっても、第３号 

被保険者とはならず、「第１号被保険者」となります。 
※ 変更手続に必要な書類等については、市（区）町又は、就職先の事業主に確認してください。 

■上段・・・被用者年金の種類 

◆下段・・・国民年金の種類 

再  就  職  す  る  場  合  

◆ 公務員再任用（ﾌﾙﾀｲﾑ；週 40ｈ程度） 
◆ 公務員再任用（ﾊｰﾌﾀｲﾑ；週 20ｈ程度）（※要件有） 
◆ 公務員再任用（短時間；週 30ｈ程度） 
◆ 民 間 企 業 等（ﾌﾙﾀｲﾑ oｒ週 30ｈ程度） 

再就職しない場合 
 

◇ 自営業 ・無職 

◇ 任意継続組合制度加入 

公務員として 
再任用ﾌﾙﾀｲﾑ 

 勤務（週 40ｈ） 

民間企業や私立学校
へ就職 

（ﾌﾙﾀｲﾑ・週 30ｈ） 

■厚生年金 
 ＜地共済＞ 

◆第２号 
被保険者 

■厚生年金 
＜民間等＞ 

◆第２号 
被保険者 

公務員として 
再任用短時間 

  勤務（週 30ｈ） 

年金制度  
未加入  

公務員として 
再任用ﾊｰﾌﾀｲﾑ 

勤務（週 20ｈ以上） 
※ 一定の要件を満たし 

ている場合 

１．１ 再就職した場合は、「職種」や「勤務形態」により、加入する年金の種類が異なる。 

２ 一般組合員資格喪失後は、現職中に扶養していた配偶者（20歳以上 60 歳未満）の国民年金 

の「種別変更」の手続が必要。≪ポイント！≫ 

【注】 一般的な事例に当てはまらない場合もありますので、公的年金
制度加入の有無については、再就職先に確認する。 

公務員として 
再任用ﾊｰﾌﾀｲﾑ 

  勤務 
 （週 20ｈ未満） 

■厚生年金 
＜民間等＞ 

◆第２号 
被保険者 
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１ 年金の種類と給付事由      

給付事由 

厚  生  年  金  国民年金
（基礎年金） 
（日本年金機構

から支給） 
種 類 支 給 要 件 

【老 齢】 老齢厚生年金 
一定の組合員期間を有した者が支給開始年齢に達
した時に支給される年金（在職中は、一部又は全部
支給停止の場合あり） 

老齢基礎年金 

【障 害】 障害厚生年金 
組合員期間中に初診日がある傷病により、一定以上
の障害状態となった場合に支給される年金 

障害基礎年金 

【遺 族】 遺族厚生年金 
組合員又は組合員であった者が死亡した時に遺族
に支給される年金 

遺族基礎年金 

※  被用者年金一元化により、平成 27年 10月１日以降に受給権が発生する年金の名称は、「厚

生年金」と同様  

２ 年金の併給調整 

年金は、原則として給付事由の異なる複数の年金を同時に受給することはできません。 

いずれか一つを選択して受給することになります（一人一年金の原則）。 

   なお、給付事由が同じ年金については、同時に受給することができます。 

  

 

 

 

 

 
 
 

≪★ 原則のケース≫ 

                             と                           ・・・ 

 

と              ・・・ 

 

どちらかを選択 

どちらかを選択 
（64歳まで） 

 
§３  年金の給付事由と種類  

 

年金は、給付事由により「老齢・障害・遺族」の３種類があります。 

年金を受給する際は、それぞれ一定の条件を満たす必要があります。 

 

◆ 公的年金は、「一人一年金」が原則ですが、例外として併給できる年金もあります。 
 

＜例外となる主なパターン（下図）＞ 

Ａ 同一の支給事由の１階部分の年金と２階・３階部分の年金 

Ｂ ２階部分の年金同士で、算定対象期間が異なるもの 

Ｃ 政策的な理由によるもの（65歳に達してからの年金に適用） 

※ 現在、遺族年金や障害年金を受給している者が老齢年金の受給権を得た場合でも 

原則、どちらか一方の年金を選択して受給する。 

老齢厚生年金（公務員共済） 

 

老齢厚生年金（公務員共済） 

 

遺族厚生年金（公務員共済） 

若しくは遺族厚生年金 

 

 

障害厚生年金（公務員共済） 
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≪★ 例外のケース（同時受給可）≫     

 
① 老齢厚生年金（公務員共済）と老齢基礎年金及び老齢厚生年金と老齢厚生年金（私学共済） 

 
 
 
 

 
 
 

② 同一支給事由に基づく障害厚生年金と障害基礎年金、遺族厚生年金と遺族基礎年金 

   

 

 

 

③ 遺族厚生年金と老齢基礎年金又は遺族基礎年金（65歳に達している者に限る。） 

 

 

 

 

※ 遺族基礎年金を受けることができる場合は、老齢基礎年金との選択となる。 

   

④ 遺族厚生年金（公務員共済）と老齢厚生年金（65歳に達している者に限る。） 

制度改正（平成 19 年４月１日）に伴い、自身が納めた保険料を年金額に反映させるため、65

歳以上で遺族厚生年金と老齢厚生年金を受ける権利がある者は、老齢厚生年金は、「全額受給」

となり、遺族厚生年金は、老齢厚生年金に相当する額の支給が停止となる。 

※ 老齢厚生年金を受給した上で、配偶者に係る遺族厚生年金との「差額」を受給する。 

 

 

. 

 

 

 

 

 

 

⑤ 障害基礎年金と老齢厚生年金又は遺族厚生年金（65歳に達している者に限る。） 

 

 

 

老齢厚生年金（公務員共済） 

障害厚生年金 

障害基礎年金 遺族基礎年金 

遺族厚生年金 

遺族厚生年金 

老齢基礎年金（又は遺族基礎年金） 

 老齢厚生年金（私学共済） 

 
老 齢 基 礎 年 金 

老齢基礎年金（又は遺族基礎年金） 

 

遺族厚生年金 
老齢厚生年金 

 

 

遺族厚生年金（差額） 

老齢基礎年金（又は遺族基礎年金） 

 

障害基礎年金 

老齢厚生年金又は遺族厚生年金 

パターン 
Ａ＆Ｂの複合 

パターンＡ 

パターンＣ 

パターンＣ 

老齢厚生年金（民間企業） 

 

老齢厚生年金（全額） 
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１ 年金の支給開始年齢   

  老齢厚生（退職共済）年金は、本来 65歳から支給されますが、生年月日により「特例」として、

65 歳になる前（60 歳から 64 歳の間）に「特別支給の老齢厚生（退職共済）年金」が支給されます

（ただし、年金受給開始年齢は、下図のとおり生年月日に応じて異なる。）。 

なお、65歳からは、日本年金機構から、全国民共通の「老齢基礎年金」が支給されます。 

※ 平成 27 年 10 月以降に受給権が発生する年金の名称は、退職共済年金から「老齢厚生年金」に変わりまし 

たが、従前どおり、最後に加入していた公務員の共済組合が支給します。  

 

 

 

生年月日 

 

 

 

   

 

 

 

昭和24年4月2日 ～      
退職共済（老齢厚生）年金 

＋経過的職域加算額 

昭和28年4月1日       老齢基礎年金（国民年金） 

    

昭和28年4月2日 ～      
 老齢厚生年金 

＋経過的職域加算額 

昭和29年10月1日       老齢基礎年金（国民年金） 

 
 
 

   
 
 

昭和29年10月2日 ～      老齢厚生年金＋経過的職域加算額 

＋年金払い退職給付 

昭和30年4月1日       老齢基礎年金（国民年金） 

    

昭和30年4月2日 ～      老齢厚生年金＋経過的職域加算額 

＋年金払い退職給付 

昭和32年4月1日       老齢基礎年金（国民年金） 

    

昭和32年4月2日 ～      老齢厚生年金＋経過的職域加算額 

＋年金払い退職給付 

昭和34年4月1日       老齢基礎年金（国民年金） 

    

昭和34年4月2日 ～      老齢厚生年金＋経過的職域加算額 

＋年金払い退職給付 

昭和36年4月1日       老齢基礎年金（国民年金） 

    

昭和36年4月2日       老齢厚生年金＋経過的職域加算額 

＋年金払い退職給付 

以降       老齢基礎年金（国民年金） 

    

§４  年金の支給     
 

・年金は原則として、加入期間ごとにそれぞれの制度から別々に支給します。 

・年金は加入期間、年齢、その他の条件が揃ったとしても、「自動的に給付」 

されるものではありません。〔※ 請求手続が必要です！〕 

・年金は後払いで、毎年、偶数月の 15日に指定された口座に振り込みます。 

・年金は事由が生じた月の翌月から、事由を喪失した月まで支給します。 

特老厚＋経過的 
職域加算額 

61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 

特別支給の退職共済年金（職域年金相当部分含む） 

特老厚＋経過的職域加算額 

特老厚＋経過的職域加算額 

特別支給の退職共済年金（職域年金相当部分含む）  

特別支給の老齢厚生年金＋経過的職域加算額  

60歳 

★  公的年金制度に「 通 算１ ０年以 上 加入 」  

している者で、かつ、１年以上の被用者年金の

加入期間（国民年金のみの期間を除く）がある

場合は、生年月日に応じて支給（次頁参照）。 

厚生年金に統合 

特別支給の退職共済・老齢厚生年金等 

 
退職共済（老齢厚生）年金 
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２ 年金の決定・支給 

  被用者年金一元化後も、公務員の共済組合員期間に係る年金は、従前どおり原則、最後に所属し

ていた共済組合が裁定して支給します（私学共済は、日本私立学校振興・共済事業団が行う。）。 

また、民間企業等の老齢厚生年金と全国民共通の国民年金（基礎年金）の裁定及び支給は、日本

年金機構が行います。  

 

３ 老齢厚生年金を受給するための支給要件 
 

● 特別支給の老齢厚生年金 ◎ 本来支給の老齢厚生年金 
 
① 昭和 36年４月１日以前生まれの者で 60歳以

上 65歳未満であること 

② 公的年金加入期間が 10年以上あること 

③ 被用者年金加入期間が１年以上あること 

① 65歳以上であること 

② 公的年金加入期間が 10年以上あること 

③ 被用者年金加入期間が１月以上あること 

 

  ≪公的年金と被用者年金の組合員期間≫ 

◆ 公的年金加入期間は、「25 年」から「10 年」に短縮された。（平成 29 年８月１日） 

※ 公的年金加入期間    全ての公的年金制度（公務員共済組合、民間企業、私学共済組合 

                及び国民年金）に加入していた期間を合算。 

  

◆ 共済組合の組合員期間は、年金制度上、被用者年金の加入期間となる。 

  ※ 被用者年金加入期間    全ての被用者年金（厚生年金）に加入していた期間を合算して 

１年以上ある場合に受給要件を満たす。 

ただし、国民年金のみに加入していた期間を除く。 

 
 

４ 年金の支給期  

  年金の支給期月は、毎年、偶数月（２・４・６・８・10・12 月）の年６回で、原則、支給期月

の 15 日（15 日が土曜日の時は 14 日(金)、日曜日のときは 13 日(金)）に「支給期月の前月まで

の２か月分」を支給します（※ 初回支給日のみ、遅れる可能性があります。ご了承ください。）。 

 

＜例＞  昭和 38年６月 10日生まれの者の場合（支給開始年齢は 65歳） 

受給権発生日 令和 10 年６月９日（65歳の誕生日の前日） 

年金支給期月 

受給権発生日の翌月分から支給しますので、初回は、令和 10 年７月分を８月

に支給（次回支給期月は、令和 10年８月及び９月分を 10月に支給）。 

なお、この時、再就職して厚生年金（被用者年金制度）に加入している場合は、

年金額の調整があります。） 
 
※ 各月、１日生まれの者は、１日の前日、つまり、前月が受給権発生日になり 

 ますので、誕生月分の年金が支給されます。 

（例：10 月１日生まれの者→10 月及び 11 月分の年金を 12 月に支給。） 
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５ 老齢厚生年金の支給額   
 

  老齢厚生年金の支給額は、下記のとおり。 

  ただし、一般組合員期間中は、①の年金は、一部又は全部、②、③の年金は、全額 支給停止。 

 

 

 
① 厚生年金相当部分…掛金に比例する部分で平均給料・給与月額・組合員期間により算出 
② 旧職域年金部分…①と同じ 
③ 退職等年金給付…平成 27年 10月以降の期間の３階部分の年金（別途算出） 
④ 加 給 年 金 額…一定の要件を満たしている加給年金対象者がいる場合（※） 
 

◆65歳未満の者は、「特別支給の老齢厚生年金」の金額＝①＋②   

  ●「特別支給の老齢厚生年金」の受給権者（60歳～64歳）のうち  、 

a．公務員の組合員期間が 44年以上の方又は、障害等級３級以上の障害をお持ちの方 

b．被用者年金制度に加入していない（厚生年金に加入していない）。                     

上記、a＋bの要件を満たしている場合、退職時から 65 歳までの間、①及び②に 

加え「定額部分（基礎年金相当部分）」が支給される。【障害特例】 

◆65歳以降の者は、「本来支給の老齢厚生年金」の金額＝①＋②＋③＋（※④） 

● 65歳以降は、この他に国民年金制度の「老齢基礎年金（国民年金）」が日本年金機構 

から支給される（④は以下の要件を満たした対象者がいる場合に支給される。）。 
 
＜加給年金対象者（※）＞ 

Ⅰ 生計を共にする 65歳未満の配偶者 

Ⅱ 18歳未満の子（18歳到達年度末日（３月 31日）を経過していない子） 

Ⅲ 20歳未満で障害年金の障害等級の１級又は２級に該当する子 

● 上記、Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ のいずれも、受給権者がその権利を取得した当時、受給者と生計 

を共にし、かつ、年収が 850万円未満（所得が655.5万円未満）の者がいる時に加算。 

   ただし、加給年金対象者が「20年以上の加入期間に基づく老齢厚生年金 （①、②の

場合を含む）又は、障害年金を受給している場合は、加給年金額の支給が止まる。 

① 加給対象者の年金の請求・受給の有無に関わらず支給開始年齢に到達している。 

② 加給対象者の年金が給料との調整で全額支給停止となっている。（R4.4.1～） 

 

      ※ 18歳未満の子とは、18歳に達する日の属する年度末まで 

※  収入が850万円未満とは、所得が655.5万円未満（ただし、以上であっても、近い将来 

（概ね５年内）、収入が850万円又は所得が655.5万円未満となる場合を含む。） 

  

＜加給年金額＞ 

    被保険者（組合員）期間 20年以上で「本来支給の老齢厚生年金」の受給権発生時に加給年

金対象者がいる場合、下記の金額が加算されます。    
                                           令和５年４月１日現在 

配 偶 者 子 

老齢厚生年金 
（旧退職共済年金） 

２人まで（１人につき） ３人目から（１人につき） 

３９７，５００円（※） ２２８，７００円  ７６，２００円 
 
（※）昭和 18 年４月２日以降生まれの者は、配偶者加給年金額の特別加算（168,800 円）が 

行われる（配偶者の加給年金額の合計は、228,700 円＋168,800 円＝397,500 円（年額））。 

① 厚生年金相当部分 
（報酬比例部分） 

② 経過的職域年金額 
＋ 

③ 退職等年金給付 
 

④ 加給年金額（※） ＋ ＋ 
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６ 老齢厚生年金(２階部分＋３階部分)の算定方法 

 

 

 

 

 
 

区 分 老齢厚生年金額の算定方法 

 

経過的職域 

加算額 

[３階部分] 
 
 

平成27年9月までの 

職域年金相当部分 

 

[(＊① )平成 15年 3月 31日までの期間] 

平均給料月額×1.425/1000（※1）×（＊① ）の 組合員期間の月数 

               

[(＊② )平成 15年 4月 1日から平成 27年 9月 30日までの期間] 

平均給与月額×1.096/1000（※2）×（＊② ）の組合員期間の月数  

☆ 平成 27 年 10 月 1 日以降は、公的年金とは別枠の新たな 3 階部分である「退職等年金給付（年

金払い退職給付）」が創設されたため、算出方法が異なる（掛金は、労使折半で 1.5％範囲内）。 

厚生年金 

相当部分 

[２階部分] 

[平成 15年 3月 31日までの期間] 

平均給料月額×7.125/1000×平成 15年 3月までの被保険者期間の月数 

 

[平成 15年 4月 1日以後の期間] 

平均給与月額×5.481/1000×平成 15年 4月以後の被保険者期間の月数 

（※1）・・・被用者年金一元化前後の公務員共済組合の加入期間が 20 年未満の者は 0.713／1000。 

（※2）・・・被用者年金一元化前後の公務員共済組合の加入期間が 20 年未満の者は 0.548／1000。 

 

≪参考≫ 老齢基礎年金(１階部分)の算定方法（令和５年４月現在） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

*1 満額（795,000円）は、法改正等により年単位で改定される。 

*2 20 歳から 60歳になるまでの被用者年金（厚生年金、共済年金）の加入期間を含む。 

（注） 20歳未満及び、60歳以降の年金加入期間は、「老齢基礎年金」に算入されませんが、 

65歳からの老齢厚生年金に「経過的加算額」として加味される。 

「組合員期間」及び「給料・期末手当等」に基づき算定される。ただし、被用者年金一元化後

の給料月額は、標準報酬月額となる（法改正等により随時変更される。）。 

＜基本的な考え方＞ 

20歳から 60歳までの「国民年金加入期間」に基づく老齢基礎年金を 65歳から受給。 

 

★ 計 算 式  
 

老齢基礎年金(年額)＝満額(795,000円 *1)× 
40年(480 月) 

国民年金の保険料納付済月数*2 
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***** 被用者年金一元化後（平成 27年 10月以降）***** 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 被用者年金制度の一元化 

≪一元化後（平成 27 年 10 月以降）≫ 

§５  共済年金の２階部分は厚生年金へ統合 
 

共済年金制度に加入していた組合員は、平成 27年 10月 1日以降は、 

厚生年金制度に加入しています。 

なお、一元化前（H27.9.30前）に年金受給権が発生している年金の 

名称は「退職共済年金」に対して、一元化後（H27.10.1以降）に受給 

権が発生する年金の名称は「老齢厚生年金」となりますが、効率的な 

事務を行う観点から、一元化後も共済組合が年金記録の管理や支給を行います。 

職域年金 

相当部分 

退職等 

年金給付 

老齢厚生年金 

国民年金 

（老齢基礎年金） 

 

≪一元化前（平成 27 年 9月 30 日まで）≫ 

公的年金制度の体系  

職域年金 

相当部分 

退職等 

年金給付 

厚 生 年 金 

 

 第１号厚生年金（民間の会社員） 

第２号厚生年金（国家公務員の組合員） 

第３号厚生年金（地方公務員の組合員） 

第４号厚生年金（私立学校共済加入者） 

国 民 年 金 
（老齢基礎年金） 

職域年金相当部分 

共 済 年 金 

国民年金 

（老齢基礎年金） 

 
公務員・私学共済の組合員 自営業者

等 
会社員等 

◆一元化前の職域年
金相当部分が廃止
されたことに伴い
新たに設けられた
共済年金制度。 
一元化後の組合員
期間に応じて支給
される。 

◆受給要件を満た
すことにより日
本年金機構が 65
歳から支給する
年金。 

◇一元化前の組合
員期間に応じて
※経過措置とし
て職域年金部分
が支給される。 

◇一元化前の２階
部分と同じ給付
設計。 

２  階 

３  階 

１  階 

 厚生年金 
基金など 

国民年金基金 

（任意加入） 
厚生年金 

国民年金 

（老齢基礎年金） 
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■ 職域年金廃止後の「退職等年金給付（年金払い退職給付）」 

被用者年金一元化法に基づき、共済年金は平成 27年 10月に厚生年金保険制度に統一されました。 

被用者年金一元化法附則第２条に職域加算額廃止と同時に新たな公務員制度としての年金制度を

設けると規定されたことを踏まえ、地方公務員の退職給付の一部として民間の企業年金に相当する

「退職等年金給付（年金払い退職給付）」を設けることとされました。 
 

● 平成 27年９月までに共済年金の受給権が発生した場合は、原則、この制度は適用になりません。 

● 平成 27年 10月以降に共済年金の受給権が発生した場合にこの制度の適用になります。 
 
 
 
 

・ 半分は有期年金、半分は終身年金（65 歳から支給（60 歳まで繰上げ支給可能）） 

・ 有期年金は、10 年又は、20 年支給を選択（一時金の選択も可能） 

・ 本人死亡の場合は、終身年金部分は終了。有期年金の残余部分は遺族に一時金として支給 

・ 財政運営は、積立方式。給付設計はｷｬｯｼｭﾊﾞﾗﾝｽ方式とし、保険料の追加拠出リスクを抑制 

※ ｷｬｯｼｭﾊﾞﾗﾝｽ方式は、年金の給付水準を国債利回りや予想死亡率に連動させることにより、給付債務と 

積立金のかい離を抑制したうえで、保険料率の上限を法定（労使あわせて 1.5％の範囲内） 
 

・ 公務に基づく負傷又は病気により障害の状態になった場合や死亡した場合に、「公務障害年金・ 

公務遺族年金」を支給 

・ 服務規律維持の観点から、現役時から退職後までを通じた信用失墜行為等に対する支給制限 

措置を導入 

・ 平成 27 年 10 月からの組合員期間について適用 
 
 
 

 

 

モデル年金月額                                           モデル年金月額                          

約 1.8 万円/月（想定）  【積立方式】                  約 2.0 万円/月   【賦課方式】 

 

 

 
 
 

※ モデル年金月額は、標準報酬月額 36 万円、40 年加入等一定の前提をおいて試算。 

「退職等年金給付」のイメージ 

有期年金（10年又は20年） 

終  身  年  金  

（ 参考 ）職域年金相当部分 

終  身  年  金  

§６  職域年金は「退職等年金給付（年金払い退職給付）」へ 
 

公務員等の年金は、共済組合独自の「職域年金相当部分(３階）」 

がありましたが、平成 27年 10月に廃止されました。 

廃止後は、新たな年金制度として「年金払い退職給付」が創設 

されましたが、経過措置として、「平成 27年９月末までの組合員 

期間」については、職域年金相当部分の年金が支給されます。 
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Ⅲ 退職後の年金と請求手続等 

 

 

 

 

 

 

 

※ 原資控除とは、年金を受給するための権利を残すため、退職一時金から年金の原資を控除すること。 

 

１ 返還額     

返還額は、退職一時金の受給額に期間及び利率に応じて複利計算より算定した利子に相当する額 

を加算した額となります。 

利子の計算期間は、退職一時金を受給した翌月から、老齢厚生年金を受け取る権利を有すること

となった日の属する月までの期間です。 

    
 

期  間 
利率

（年：％） 
期  間 

利率
（年：％） 

〜平成 13 年 4 月 5.5 平成 26 年４月〜 2.6 

平成 13 年４月〜 4.0 平成 27 年４月〜 1.7 

平成 17 年４月〜 1.6 平成 28 年４月〜 2.0 

平成 18 年４月〜 2.3 平成 29 年４月〜 2.4 

平成 19 年４月〜 2.6 平成 30 年４月〜 2.8 

平成 20 年４月〜 3.0 平成 31 年４月〜 3.1 

平成 21 年４月〜 3.2 令和 ２年４月〜 3.4 

平成 22 年４月〜 1.8 令和 ３年４月〜 3.7 

平成 23 年４月〜 1.9 令和 ４年４月〜 3.9 

平成 24 年４月〜 2.0 令和 ５年４月〜 4.1 

平成 25 年４月〜 2.2 令和 ６年４月〜 4.2 

 

２ 返還方法 

現在、既給一時金を返還する人は、極限られた人ですが、年金の種別に関わらず、年金を新規決

定した初回支給月から、控除することになります。控除額は、年金の各支給月における「支給額の

２分の１を限度」として返還すべき額に達するまでです。 

○ 年金を請求する際に「既に受けていた一時金に利子を加算して返還する」ことを知らされるた

め、返還額が思いのほか高額で驚かれるようですが、早いうちに返還したいと考えていたとして

も、年金の受給権を得たときに返還義務が生じますので、事前に返還することはできません。 

○ 既給一時金の返還は、法令の規定上、やむを得ない制度ですが、生涯、増額された年金を受給

することができますので、必ずしも不利益となるものではありません。 

○ 通算の有無（返還しない）を選択することはできませんので、ご承知ください。 

§７  過去に受けた一時金の返還（公務員のみ） 
 
    昭和 54年 12月 31日以前の組合員期間が１年以上ある者が、公務員 

を退職した際、「退職時に退職一時金を受給した者」は、その「前歴を含 

めた組合員期間が、20 年以上」となる者、また 20年に満たない場合で 

も、退職一時金支給の際に「原資控除」を受けた者は、受給した退職一時金に利子を 

付して返還していただくことにより、その期間を通算して老齢厚生年金を決定します。 
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１ 年金の繰上げ  

老齢を事由とする厚生年金は、生年月日に応じて、支給開始年齢が異なりますが、自身の支給開

始年齢に到達していなくても、60歳以降に繰上げ請求を行うことができます。 

  ただし、 繰上げて受給した場合は、本来の年金額から、「年 4.8％ （１か月×0.4％×12 月＝

4.8％）」の割合で減額され、その年金額は、生涯続く等の「制約 (*)」がありますので、熟考した

上で繰上げの請求手続を行ってください。 

（令和４年４月１日の制度改正により、減額率が変更されています（30頁参照）。） 

※  国民年金制度から支給される「老齢基礎年金」の支給開始年齢は、全員 65歳。 

60 歳から繰上げて受給すると年 24％（0.4％×60月（５年））の減額になります。 

※  老齢厚生年金の支給開始年齢が、65歳の者が、60歳から繰上げた年金を受ける場合は、24％

減額された年金を受け取ることになります。 

※  老齢厚生年金は、老齢基礎年金と同時に繰上げ請求を行う必要があります。 

（どちらか一方のみを繰上げて受給することはできません。） 

◇ 繰上げ請求を行った場合の「制約(*)」 

 

①  老齢厚生年金の減額は一生涯続く。 

②  老齢基礎年金の減額は一生涯続く。（ 60歳から受給した場合、損益分岐点となる年齢は、80歳頃） 

※「 ① 及び ② 」の減額された年金額は、65歳になっても戻ることはない。このため、受け 

取る期間の長短より、繰上げ請求しない場合よりも受け取る総額が減少する場合もある。 

③  繰上げ請求を行った後で、取り消すことができない。 

④  繰上げ請求を行った後は、障害基礎（厚生）年金の請求等ができなくなる。 

（ア） 事後重症などによる障害基礎（厚生）年金の請求 

（イ） 繰上げ請求を行った後に初診日がある障害基礎年金の請求 

（ウ）３級の障害共済（厚生）年金を受給している者の障害の程度が増進した場合の改定請求 

⑤  繰上げ請求を行った後に国民年金の任意加入被保険者になることはできない。 

⑥  繰上げ請求を行った後に、以下に該当する場合は、繰上げ支給の老齢厚生年金の一部又は、全部が 

     支給停止となる場合がある。 

（ア）障害基礎（厚生）年金・遺族基礎（厚生）年金の受給権がある場合 

（イ）厚生年金保険又は私立学校教職員共済制度に加入している場合（共済組合の短期組合員等） 

（ウ）常勤の公務員として「再就職」し、共済組合の一般組合員となった場合 

（エ）雇用保険の基本手当を受給する場合 
 

☆ 繰上げ後のメリット・デメリットを十分理解した上で、繰上げ請求の手続を行ってください。 

 
§８ 年金の繰上げ（60歳以降）＆ 繰下げ（66 歳以降） 
 
◎ 特別支給の老齢厚生年金（S28.4.2～S36.4.1生まれの者）及び 

老齢厚生年金（S36.4.2以降生まれの者）は、「繰上げ請求」して、 

自身の支給開始年齢より前に年金を受給することができます。 

◎ 65歳から支給される「老齢厚生年金」及び「老齢基礎年金」は、 

66歳以降、希望する月から「繰下げ請求」をすることができます。 
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★ 老齢基礎年金を繰上げ受給した場合の受取総額（令和５年４月 1 日） 

支給開始年齢 65 歳（20 歳～60 歳まで 40 年間保険料納付（満額）→ 795,000 円／年） 

                                        単位；円 

 
 

60 歳 
76％  

61 歳 
80.8％ 

62 歳 
85.6％ 

63 歳 
90.4％ 

64 歳 
95.2％ 

65 歳 
100％ 

60歳時 604,200 － － － － － 

61歳時 1,208,400 642,360 － － － － 

62歳時 1,812,600 1,284,720 680,520 － － － 

63歳時 2,416,800 1,927,080 1,361,040 718,680 － － 

64歳時 3,021,000 2,569,440 2,041,560 1,437,360 756,840 － 

65歳時 3,625,200 3,211,800 2,722,080 2,156,040 1,513,680 795,000 

66歳時 4,229,400 3,854,160 3,402,600 2,874,720 2,270,520 1,590,000 

67歳時 4,833,600 4,496,520 4,083,120 3,593,400 3,027,360 2,385,000 

68歳時 5,437,800 5,138,880 4,763,640 4,312,080 3,784,200 3,180,000 

69歳時 6,042,000 5,781,240 5,444,160 5,030,760 4,541,040 3,975,000 

70歳時 6,646,200 6,423,600 6,124,680 5,749,440 5,297,880 4,770,000 

71歳時 7,250,400 7,065,960 6,805,200 6,468,120 6,054,720 5,565,000 

72歳時 7,854,600 7,708,320 7,485,720 7,186,800 6,811,560 6,360,000 

73歳時 8,458,800 8,350,680 8,166,240 7,905,480 7,568,400 7,155,000 

74歳時 9,063,000 8,993,040 8,846,760 8,624,160 8,325,240 7,950,000 

75歳時 9,667,200 9,635,400 9,527,280 9,342,840 9,082,080 8,745,000 

76歳時 10,271,400 10,277,760 10,207,800 10,061,520 9,838,920 9,540,000 

77歳時 10,875,600 10,920,120 10,888,320 10,780,200 10,595,760 10,335,000 

78歳時 11,479,800 11,562,480 11,568,840 11,498,880 11,352,600 11,130,000 

79歳時 12,084,000 12,204,840 12,249,360 12,217,560 12,109,440 11,925,000 

80歳時 12,688,200 12,847,200 12,929,880 12,936,240 12,866,280 12,720,000 

81歳時 13,292,400 13,489,560 13,610,400 13,654,920 13,623,120 13,515,000 

82歳時 13,896,600 14,131,920 14,290,920 14,373,600 14,379,960 14,310,000 

83歳時 14,500,800 14,774,280 14,971,440 15,092,280 15,136,800 15,105,000 

84歳時 15,105,000 15,416,640 15,651,960 15,810,960 15,893,640 15,900,000 

85歳時 15,709,200 16,059,000 16,332,480 16,529,640 16,650,480 16,695,000 

  
〇 国民年金の保険料納付期間に応じて「老齢基礎年金」の額を算出（11 頁参照） 

〇 公務員共済の組合員期間は、国民年金制度に加入（国民年金保険料納付期間としてカウント） 

≪例≫ 22 歳で広島県の小学校教諭に採用→60 歳で退職した者の場合（国民年金加入期間は 38 年間） 

65 歳から受給する老齢基礎年金は、 795,000 円×38 年／40 年＝755,250 円（年額）となる。 
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２ 年金の繰下げ 

65歳から支給される「老齢厚生年金」及び「老齢基礎年金」は、66歳以降、希望する月から繰下

げて受給することができます（１年と１日目以降に繰下げ請求可能）。 

繰下げ支給の年金の額は、「受給権発生日の属する月」から、「繰下げの申し出をした月の前月」 

までの月数（最大 120月）に応じて、0.7％ずつ増額された年金受給することができます。 

※ 最大 10年間（0.7％×120 月＝84％増） 

※ 年金の増額は、一生涯続く。（75歳から受給した場合、損益分岐点となる年齢は、86歳頃） 

※ 令和 4年 4月 1日の制度改正により、受給開始時期の選択肢が拡大された。（70歳→75歳） 

（S27.4.2以降生まれの者は、75 歳まで繰下げ可能（R4.4.1現在 70歳未満の者→75歳まで）） 

 ※ 繰下げ請求の申し出は、老齢厚生年金の受給権を取得した日から起算して「１年」を経過 

した日より前に当該老齢厚生年金の請求をしていないことが条件となります。 

併せて、その間に障害年金及び遺族年金等の受給権者になっていないことが条件となる。 

 

●  60歳から 64歳まで支給される「特別支給の老齢厚生年金」を繰下げて受給することはできな

い。（増額することはできない） 

●  繰下げ請求は、繰上げ請求とは異なり、老齢厚生年金と老齢基礎年金のどちらか一方を繰下

げて請求することができる。（※両方同時に繰下げ請求をする必要はない） 

● 加給年金額は、繰下げしても増額の対象とならないため、繰下げ請求をせずに「加給年金額」

を受給した方が有利な場合もある。＜要注意＞ 

● 給料等との調整で支給停止になる年金額（18頁参照）は、増額の対象にならない。（給料等が

高く、請求しても年金が全額停止になる場合、繰下げても増額にならない。） 

   ★ 年金の繰上げ請求及び繰下げ請求をする際は、メリット、デメリットを十分理解したうえで手続を行ってく

ださい。 

≪参考≫（令和 4 年 4 月 1 日以降の繰上げ・繰下げ） 

【繰上げによる減額率】 

繰上げ請求する年齢 60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 

年金の減額率 

（年：％） 

改正前（月 0.5％） 30.0 24.0 18.0 12.0 6.0 

 

※ 改正後 

（月 0.4％） 
24.0 19.2 14.4 9.6 4.8 

（※ 昭和 37 年 4月 2 日以降生まれの者は、改正後の減額率を適用） 
 

【繰下げによる増額率】＆【受給開始時期拡大】 

 昭和 27 年 4 月 1 日以前生まれの者  

昭和 27 年 4 月 2 日以降生まれの者 

繰下げする年齢 66 歳 67 歳 68 歳 69 歳 70 歳 71 歳 72 歳 73 歳 74 歳 75 歳 

年金の増額率

（年：％） 
8.4 16.8 25.2 33.6 42.0 50.4 58.8 67.2 75.6 84.0 
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１ 再就職による年金の調整   

  退職後に再任用や民間企業等に再就職して、厚生年金保険に加入した場合は、その就職先から受

ける給料と直近、１年間の賞与を基準として定められる総報酬月額相当額と老齢厚生年金の基本月

額の合計額が一定の額を超えるときは、老齢厚生年金（特別支給の老齢厚生年金を含む。）の全部

又は一部が支給停止されます。 
 

 ※ 制度改正に伴い、短時間労働者の厚生年金保険への適用範囲が拡大されたため、週 20時間以

上の労働時間の者においても一定の要件を満たせば厚生年金保険に加入（年金との調整あり） 
  
 

 

 

 

 
 

 

 
 
 

 

 

 

 
  
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ※ 国民健康保険（任意継続組合員含む）の加入者で、20歳以上60歳未満の者は、国民年金制度に加入義務あり。 
 

【注意】  

この「フロー図」は、一般的な事例のため、再就職した際は、自身の健康保険及び厚生年金 

保険制度の「種別」及び「加入の有無」等を必ず、事業主に確認してください。 

§９  老齢厚生年金と退職後の所得による支給制限 
 

「特別支給の老齢厚生年金」及び「老齢厚生年金」の受給権者が、 

再任用職員等として在職しているとき及び民間企業等に再就職し 

て、厚生年金制度に加入しているときは、年金額の全部又は一部 

が支給停止になる場合があります。 

再就職  

す る 

正規職員と同じ
臨時的任用・会

計年度等 

週の労働時間が
週20時間未満
の会計年度等 

 

個人事業主 
（自営業） 

無  職 

★日本年金機構の厚生年金保険 
◆共済組合の健康保険（短期組合員） 
●老齢厚生年金は、全部又は、一部 
支給停止 

※ 年金制度、未加入（60歳以上） 
◆国民健康保険又は、任意継続組合員 
●老齢厚生年金は、支給停止なし 

※ 年金制度、未加入（60歳以上） 
◆国民健康保険又は、任意継続組合員 
●老齢厚生年金は、支給停止なし 
 

 

◆「老齢厚生年金」の在職停止フロー図 ◆（R4.10.1～）  

正規職員と同じ
（公務員等の任
期付職員等） 

退 職 

★公務員共済組合の厚生年金保険 
◆共済組合の健康保険（一般組合員） 
●老齢厚生年金は、全部又は、一部 
支給停止 

再就職  

しない 

週の労働時間が
週20時間以上の

会計年度等 

★日本年金機構の厚生年金保険 
◆共済組合の健康保険（短期組合員） 
●老齢厚生年金は、一部支給停止 
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２ 在職中の老齢年金  

民間企業等に再就職して老齢厚生年金保険の被保険者が受ける老齢厚生年金は、年金額の一部

又は全部が支給停止される場合がある。 

年金基本月額（年金）と総報酬月額相当額（賃金）に応じて次のように調整される。  

  ◆  （年金基本月額＋総報酬月額相当額－在職停止基準額）÷２ 

   ○  年金基本月額＝ 老齢厚生年金の年金額（経過的職域加算・加給年金額を除く）÷12 

   ○  総報酬月額相当額＝ その月の標準報酬月額＋その月以前１年間の標準賞与の総額÷12 

  〇 在職停止基準額＝賃金や物価の変動に応じて１万円単位で毎年改定される額で、令和５年

度は 48万円 

    ≪例≫ 4 月の在職支給停止の基礎となる総報酬月額相当額 

  

※ その月とは、◇計算対象月 

※ 総報酬月額相当額とは、標準報酬月額に「直近 1 年分の賞与額の合計額の 12 分の１」を標準賞与額と

して加算したものになる。 

 

＜事例＞ 

広島県公立小学校 教諭 Ａさん（昭和 34年７月３日生まれ） 

暫定再任用フルタイム勤務者（公立学校共済組合広島支部の「一般組合員」） 

  年金の支給開始年齢 64歳 （受給権発生日：令和５年７月２日） 

  加給年金対象者 なし 

64歳までの年金の在職停止の計算方法（令和５年 10月（定期支給期月）） 

① 特別支給の老齢厚生年金額（２階部分）・・・年額 １４４万円（月１２万円） 

② 経過的職域年金額（３階部分）・・・・年額 ２４万円（月２万円）※全額停止 

③ 標準報酬月額・・・３２万円 

④ 賞与額（計算対象月の直近 1年間分の合計額を月に換算） 

令和４年 12月分  ３４万円 

    令和５年 ３月分   ４万円 

    令和５年 ６月分  ３４万円 

               合 計    ７２万円 ✕ １/ １２ ＝ ６万円 
 

  １２万円＋３２万円＋６万円＝ ５０万円 

  ５０万円－ ４８万円（※停止基準額） ＝ ２万円 （※停止基準額は、１万円単位で毎年改定） 

  ２万円 ✕ １／２＝１万円 （１か月当たりの支給停止額） 

   １２万円－１万円＝１１万円（10月定期支給日に２２万円送金（８月と９月分）） 
 

令和５年 10月送金分（令和５年８月と９月分）の年金額は、２２万円程度（月１１万円の

２か月分）になります（年金の額から所得税等を控除した額を送金）。 

なお、65歳から、退職等年金給付（平成 27年 10月以降の組合員期間に係る公務員独自の

年金）を公務員共済組合が支給しますが、公務員共済の一般組合員期間中は、全額支給停止。 

また、65歳になると国民年金制度（日本年金機構）から「老齢基礎年金」の支給が始まり

ます。この老齢基礎年金は、「在職停止の対象外」です（在職中であっても支給停止なし。）。 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 

月収             ◇  

賞与   ●      ●   ●   
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３ 雇用保険との調整による老齢年金の支給停止  

 

 

 

● 失業給付（基本手当）の場合 

    求職の申込みをした翌月から、失業給付（基本手当）受給期間が満了するまでの間、２階部

分の老齢厚生年金は全額支給停止（３階部分は全額支給） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 公務員（本務者）の雇用保険（失業給付）の受給資格 

現職中に雇用保険に加入していないので、定年退職しても失業給付の受給資格はない。 

ただし、定年退職後に「再就職」して、雇用保険制度に加入した場合、その後、65歳になるまで 

に「再退職」した場合は、雇用保険の失業給付の受給資格が発生することがある。 
 

(＊) 一般的なケースであり、再就職先又は公共職業安定所（ハローワーク）で確認してください。 

 
５ 受給権者の申し出による老齢年金の支給停止 
 

 
    

年金を受け取らない旨の申し出をしたときは、申し出をした翌月から老齢厚生年金が全額支給

停止となりますが、この申し出は、いつでも将来に向かって撤回でき、撤回する旨の申出書を提出

した翌月分から年金が支給される。 

○ 老齢厚生年金の一部だけ受け取らないという申し出はできない。 

○ 申し出を撤回しても、停止された年金は支給されない。 
   

区  分 雇用保険への加入 
65 歳未満で退職した場合の 

失業給付の受給資格 

◇ 常勤フルタイム勤務の再任用職員等 

あ り(＊) あ り(＊) ◇ 60 歳定年退職後、①又は②で再就職 

① 公務員・民間会社に週 20～30 時間程度の

パートタイムで勤務 

② その他、短時間労働者（一定の要件あり） 

A 月 B 月 C 月 

求職の申込み 基本手当の受給期間満了 

２階部分の老齢年金は全額支給停止 

「公立学校共済組合から支給される老齢厚生年金」の受給者（65 歳未満）が、雇用保険法に

よる失業給付等を受給すると、老齢厚生年金が支給停止になる。 

 

失業給付の受給資格を得た場合 (*) は、公共職業安定所 （ハローワーク）に求職の申込み 

をする前に、失業給付（基本手当）の給付額を確認し、老齢厚生年金と、失業給付（基本手 

当）のどちらを受給するか、十分検討することをおすすめします。 

 

☆ 受給権者の申し出により、老齢厚生年金を受け取らないこともできる。 

翌月 
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１ 障害厚生年金の支給 

 
 
 
 

障害厚生年金 障害厚生年金 
  

経過的職域加算（※1） 経過的職域加算（※1） 経過的職域加算（※1） 

 
加給年金（※2） 加給年金（※2） 

     

障害基礎年金 障害基礎年金 

 

 ※1・・・平成 27 年９月までの組合員期間に対する経過措置（初診日が一元化前のものに限る。） 

※2・・・該当者のみ   支給条件に該当する配偶者がいる場合に支給される。 

加給の対象となる子がいる場合に、障害基礎年金に加算される。 

  

■１級                    ■２級 

障害厚生年金 報酬比例部分の年金額×1.25  障害厚生年金 報酬比例部分の年金額 

     

配偶者加給年金 （ 228,700 円）  
 

配偶者加給年金 （ 228,700 円）  

     

障害基礎年金 993,750 円  
 

障害基礎年金 795,000 円  

     

子の加算額 
（1人目・2人目各228,700円、 

    3人目以降各76,200円） 
 

子の加算額 
（1人目・2人目各228,700円、 

    3人目以降各76,200円） 

 

■３級                            ■ 1・2・3等級に該当しない 

障害厚生年金 報酬比例部分の年金額  障害手当金 
3級の障害よりやや程度の軽い障害が 
残ったときに支給される一時金です。 

                                     

※  65歳未満の者で一般組合員期間中（公務員共済の年金加入期間中）に初診日のある障害給付に 

関する問い合わせは、当共済組合広島支部へ相談してください。（☎ 082-513-4959） 

⇒１級は 

２級の×1.25 

§10  障害厚生年金・障害基礎年金 
 
   在職中の病気・けが等により、障害等級１～３級に該当する障害状態 

  になったときに、厚生年金制度から障害厚生年金が支給されます。   

   加えて、障害等級１～２級に該当する場合は、国民年金制度から障害 

基礎年金が支給されます。 

障害厚生年金 

（共済組合から

支給） 

障害基礎年金 

（日本年金機構

から支給） 

 

３級 

 

２級 

 

１級 

 

障害厚生年金 

・３級は該当しない 

・１級は２級の×1.25 
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２ 障害厚生年金の支給要件 

障害厚生年金は、被保険者である期間（≒在職中）に負った傷病により、次の要件に該当したと

きに支給されます。 

初診日に加入していた共済組合等へ所定の請求書（診断書）等を提出してください。 

※ 審査した結果、障害等級に該当しない可能性もあります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特 例 症 例 障害認定日となる可能性のある日 

ⅰ 上肢・下肢の切断・離断 切断・離断した日 

ⅱ 人工骨頭、人工関節の挿入、置換 挿入・置換の日 

ⅲ 脳血管疾患による機能障害 

初診日から起算して６月を経過した日以後 

 ※医学的観点から、それ以上の機能回復がほとんど

望めないと認められる場合等に限る。 

ⅳ 

心臓ペースメーカー、人工弁の装着 装着した日 

心臓移植、人工心臓、補助人工心臓 移植又は装着日 

CRT（心臓再同期医療機器）、CRT-D（除細動器機

能付き心臓再同期医療機器） 
装着日 

ⅴ 
胸部大動脈解離や胸部大動脈瘤により人工血管

（ステントグラフトも含む）を挿入置換 
挿入置換日 

ⅵ 人工透析療法の施行 透析開始から３か月を経過した日 

ⅶ 
人工肛門を造設、尿路変更術を施行 造設、施行した日から６か月を経過した日 

新膀胱を造設 造設した日 

ⅷ 咽頭の全摘出 全摘出手術を施した日 

ⅸ 在宅酸素療法の実施 在宅酸素療法を開始した日 

ⅹ 遷延性植物状態であるもの 状態に至った日から起算して３月を経過した日以後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

採用 初診日 障害認定日 

・障害等級に該当 

・年金支給開始 

１年６か月 

① その傷病の「初診日」において一般組合員（公務員共済の年金加入者）であること。 

② 「障害認定日(*1)」において、公的年金制度上、障害等級(*2)１級から３級までの 

障害状態にあること。 

*１ 障害認定日は、原則、「初診日から１年６か月を経過した日」をいう。 

ただし、次表の「特例症例」の場合で、下表右側の日が、「初診日から１年６か月を 

経過した日」より早いときは、その日が「障害認定日」になる。 

（※ 「特例症例」は、下表のとおり） 

*2  身体障害者手帳や精神障害者福祉手帳の等級とは異なる。【要注意】 
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限 度 額 
（傷病手当金） 

● 事後重症とは・・・ 

障害認定日時点では、障害等級に該当していなくても、その後（※）傷病の症状が重症化

し、障害厚生年金の障害等級に該当した場合、障害厚生年金を受給できる可能性がある。 

        

（※） 組合員期間中に初診日のある傷病について、障害認定日には、障害等級が１級から 

３級の障害の状態になくても、その日から 65 歳に達する日の前日（65 歳誕生日の前々

日）までの間に障害等級が１級から３級までの障害の状態になったときは、障害厚生年

金を請求することができる。これを障害厚生年金の「事後重症制度」という。 

☆ 老齢厚生年金又は老齢基礎年金を繰上げ請求した場合は、事後重症による障害厚生 

年金の請求はできない。【要注意】 

 

３ 障害の程度が変わった場合の年金額の改定等 

障害の程度が減退したとき又は、増進した場合において請求があったときは、その変わった障害 

の程度に応じて年金額を改定 

（障害の程度が減退して障害等級３級に該当しなくなったときは、支給停止） 

 

４ 失権（消滅） 

障害厚生（共済）年金を受ける権利は、障害厚生（共済）年金の受給権者が、次のいずれかに該 

当するに至ったときに消滅 

①  受給権者が死亡したとき 

➁ 障害の程度が軽減し、障害等級に該当しなくなった日からそのまま３年を経過したとき又は   

65歳に達したときの、いずれか遅い方 

 

＜傷病手当金との調整＞ 

傷病手当金は、退職後、同一の傷病についての障害厚生年金や、公的年金の老齢給付（老齢厚

生年金、老齢基礎年金等）を受給するときは、支給されない(＊)。 

※ 障害厚生年金や公的年金の老齢給付の額を 264(＊)で除した額（円未満端数切捨て）が傷病

手当金の日額より少ないときは、その差額が支給される。（（＊）22日×12月=264日）  

                    

 

                       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

差額 
支給 

年金 

＜障害年金の相談窓口＞ 
 

公立学校共済組合広島支部 

長期給付係  

  ℡（082）513―4959（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 
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１ 合意分割（平成 19年４月実施） 

(1)  合意分割は、当事者間の合意又は家庭裁判所の決定により、離婚当事者の婚姻期間中における

標準報酬月額及び、標準賞与月額を合計した額を基に算出します。 

  ※ 両者の年金の基となる保険料納付記録が分割の対象となる。 

(2)  分割の割合については、両者で協議して決め、離婚成立後、２年以内に請求（時効）します

が、合意しない時は、一方の求めによって裁判所が分割の割合を定めることができる。 

(3)  分割後の記録は、60 歳台前半の老齢厚生年金の受給資格や基礎年金の額、特別支給の老齢厚

生年金の定額部分の額等には反映されません。 

  ※  分割後の記録以外に厚生年金の加入期間がない人が死亡した場合、対象となる遺族がいた    

場合、遺族厚生年金が支給される。 
 

２ 第３号分割（平成 20年４月実施） 

第３号分割は、平成 19年４月以降に離婚が成立した場合、平成 20年４月以降に組合員（第２ 

 号被保険者）の被扶養配偶者（第３号被保険者）となっていた期間に限っては、相手の合意を得 

ることなく、組合員の標準報酬月額及び、標準賞与月額を「最大２分の１」に分割することがで 

きる。 
 

３ 情報提供・分割請求の手続（ ① ～ ⑤ の順）  

① 年金分割のための情報提供請求書提出     

② 年金分割のための情報通知書の交付 

③ 年金分割について当事者の話し合い             

→合意した場合→④へ 

→合意できない場合→家庭裁判所への審判などの申し立て、裁判手続を行う。 

④ 年金分割請求 

⑤ 離婚特例請求後の給料等の通知書の交付    
 

４ 請求期限（要注意） 

年金分割の請求は、原則、次の「 A B C 」に掲げる日の翌日から起算して２年を経過した場合

には、請求することができません。 

Ａ 離婚が成立した日 

Ｂ 婚姻が取り消された日 

Ｃ 事実婚関係が解消されたと認められる日          

§11 離婚時の年金分割（合意分割と第３号分割） 
 
   平成 19年４月以降に離婚した場合、婚姻期間中の老齢厚生年金（旧 

共済年金）を「最大２分の１」に分割することができます。 

   また、平成 20年４月以後の期間（第３号分割）については、相手の 

合意を得ることなく、年金分割請求をすることができます。 
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１ 遺族「厚生」年金（共済組合） 

被保険者又は被保険者であった者が次の「支給要件」に該当する場合、その遺族に支給される。 

◇ 支給要件 ＜短期要件（①～③）＞  

① 被保険者が死亡したとき。（※） 

② 被保険者であった者が、被保険者の資格を喪失した後に、被保険者であった間に「初診日」

がある傷病により、当該初診日から起算して「５年」を経過する前に死亡したとき。（※） 

③ 障害等級１級又は、２級に該当する障害の状態にある障害厚生年金の受給権者が、死亡し

たとき。 

※ ①、②は、国民年金の保険料納付要件（３分の２要件又は、直近の１年要件）が問われる。 

◇ 支給要件 ＜長期要件（④）＞ 

④ 老齢厚生年金の受給権者（保険料納付済期間と保険料免除期間を合算した期間が、25年以上

ある者に限る。）又は保険料納付期間と保険料免除期間を合算した期間が、25 年以上である者

が死亡したとき。 

 ◆ 遺族厚生年金の請求は、現職中の一般組合員（公務員共済の年金加入）については、当共済組

合広島支部です。 

・  年金待機者及び年金受給者は、当共済組合本部（東京）に連絡して請求手続等を行うこと 

になりますが、お近くの年金事務所で手続をすることも可能です。（*ワンストップサービス） 

・  年金が支給される遺族の順位は、「配偶者又は、子→父母→孫→祖父母」です。 

２ 遺族「基礎」年金（日本年金機構） 

遺族基礎年金は、亡くなられた者に生計を維持されていた（*）次の遺族に支給される。 

（*） 死亡した当時、その者と生計を同じくしていた者であって、「年額 850万円以上」の収入 

  を将来（概ね５年以内）にわたって有すると認められる者以外の者となる。 

(1)  子と生計を同一にしている亡くなられた者の配偶者（子のある配偶者が受ける場合） 

(2)  亡くなられた者の子 

ただし、子に支給する遺族基礎年金は、配偶者が遺族基礎年金を受給している間、又 

は生計を同じくするその子の父、又は母がいるときは、支給が停止されます。 

 

＊  配偶者は、平成 26年４月１日前に死亡日があるときは、「妻」とされる。 

＊  配偶者には、婚姻の届出をしていなくても、事実上婚姻関係があった者も含まれる。 

＊  子は、18歳になった年度の末日までの間にあるか、 20歳未満で１級・２級の障害の 

ある者に限られる。 

＊  子は、亡くなられた者の実子又は、届出を済ませた養子に限られる。 

§12 遺族厚生年金・遺族基礎年金 
 
   一般組合員が在職中又は、退職後に死亡したときは、一定の要件を 

満たしている場合、その遺族に「遺族厚生年金」が支給されます。      

また、国民年金から「遺族基礎年金」が支給されます。 

  ※ 保険料納付の要件あり 
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１ 支給対象者及び支給停止等 

 

   (1) 遺族が２人以上いる場合、第１順位から第４順位のうち、最も上順位の者に支給。 

   (2) 同順位者が２人以上いる場合は，原則としてその人数によって等分される。 

   (3) 子に対する遺族厚生年金は、「同順位者である配偶者」が遺族厚生年金を受ける権利 

があるときは、原則、支給停止。 

   (4) 遺族厚生年金の受給権者が、夫、父母、祖父母で 60歳未満のときは、60歳に達す 

るまでは、原則、支給停止。 

(5) 子のいない 30歳未満の配偶者に対する遺族厚生年金は、５年の有期給付。 

 

    【遺族の順位・対象者等】 

順 位 対象者 遺族厚生年金 

第１順位 

配偶者 
妻（年齢制限なし） 
受給権発生時に55歳以上の夫（60歳未満は支
給停止） 

子 

18歳の年度末までの子で配偶者がいない（結
婚していない子） 

受給権発生時から引き続き障害等級1・2級に
該当する20歳未満の子で配偶者がいない 

第２順位 父母 
受給権発生時に55歳以上の父母（60歳未満は
支給停止） 

第３順位 孫 第１順位の子と同じ 

第４順位 祖父母 第２順位の父母と同じ 

   

２ 年金額等 

老齢厚生年金の受給者が死亡したときの遺族厚生年金の額は、亡くなった者が受給して 

いた老齢厚生年金の概ね、４分の３程度になります。 

(1) 法改正等により変更される場合もありますので、年金受給額その他、詳細については 

公立学校共済組合本部へ問い合わせてください。（℡.03-5259-1122） 

 (2) 公立学校共済組合広島支部の一般組合員が、在職中に死亡した場合（退職後すぐに死亡 

した場合を含む）は、広島支部へ連絡してください。 

 

★ 年金受給者・年金待機者の年金相談・請求窓口は、公立学校共済組合本部・年金事務所 
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１ 退職時の提出書類（退職届書：記入例 32頁）【★提出期限：令和６年４月 15日（月）】 

(1) 退職届書の様式は、当共済組合広島支部のＨＰ（様式ダウンロード集）から入手可能です。 

   記入例に従い、必要事項を記入し、所属所長を経由して広島支部へ提出してください。 

(2) 提出された退職届書により、「一般組合員の組合員期間、給料・賞与等、その他の記録」を精査

して、「年金待機者（将来、年金を受け取る者）」として当共済組合本部へ登録（進達）します。 

(3) 年金待機者として登録済みの者には、「年金支給開始年齢到達時の約２～３か月前」に当共済組

合本部が年金請求に必要な書類を退職届書に記載した登録済の住所に送付します。 

(4) 年金待機者として登録した後で、結婚等により住所、氏名等が変更した場合は、「年金待機者 

異動報告書」を当共済組本部へ提出してください（様式は、当共済組合本部のＨＰから入手）。 
 

２ 年金の請求について 

(1) 年金は、支給開始年齢に到達すれば、自動的に皆様の口座に振り込まれる訳ではありません。 

(2) 年金の支給開始時期は、段階的に引き上げられています（S36.4.1日生まれの者まで）。 

(3) 自身の年金支給開始年齢（年金受給権発生日）以降、速やかに請求手続を行ってください。 

(4) 年金の支給開始年齢到達時の約２〜３か月前に年金請求に関する案内が届きますので、次頁に

記載している何れかの実施機関（窓口・郵送）で手続を行ってください。 

(5) 複数の年金加入期間（民間企業、臨時的任用、公務員の共済組合、私学共済等）をお持ちの方

は、それぞれの実施機関で請求手続を行う必要がありましたが、被用者年金一元化以降、ひとつ 

の実施機関で同時に請求することができるようになりました。（一部、障害給付を除く） 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 60歳の年度末退職後、年金受給までの基本的な流れ ≫    

§13  年金請求手続 
 
   平成 27年 10月に被用者年金が一元化されると同時に「ワンストップ 

サービス」を開始しています（一部、ワンストップサービス対象外）。 

一元化前までは、公務員共済の年金請求等に関わる諸手続は、退職時 

に加入していた共済組合が行っていましたが、一元化後は、お近くの年 

金事務所の窓口等で請求手続をすることが可能になっています。 

  

〇
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退
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齢
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時
間
を
要
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■ 公的年金に関する相談・請求窓口（実施機関一覧） 
                                        

実 施 機 関 名  郵便番号 所 在 地 電話番号 

地方職員共済組合 地方共済事務局 〒 102-8601 東京都千代田区平河町2-4-9  ☎ 03-3261-9850 

   〃     広島県支部 〒 730-8511 広島市中区基町10-52 ☎ 082-513-2264 

公立学校共済組合 本部 〒 101-0062 東京都千代田区神田駿河台2-9-5 ☎ 03-5259-1122 

   〃     広島支部 〒 730-8514 広島市中区基町9-42 ☎ 082-513-4959 

警察共済組合 本部 事務局 〒 102-8588 東京都千代田区三番町6番8 ☎ 03-5213-7570 

  〃    広島県支部 〒 730-8507 広島市中区基町9-42 ☎ 082-228-0110 

全国市町村職員共済組合連合会 〒 102-0084 東京都千代田区二番町2番地 ☎ 03-5210-4608 

広島市職員共済組合 〒 730-8586 広島市中区国泰寺町1-6-34 ☎ 082-504-2061 

広島県市町村職員共済組合 〒 730-0036 広島市中区袋町3-17 ☎ 082-545-8555 

日本私立学校振興・共済事業団 共済事業本部 〒 113-8441 東京都文京区湯島1-7-5 ☎ 03-3813-5321 

  〃     広島ガーデンパレス共済業務課 〒 732-0052  広島市東区光町1-15-21 ☎ 082-262-1134 

日本年金機構 広島県内の年金事務所 〔  下表「 広島県内の年金事務所(※)」参照 〕 

国家公務員共済組合連合会 〒 102-8082 東京都千代田区九段南1-1-10 ☎ 03-3265-8155 

 
 
 

□ 広島県内の年金事務所(※)  
 

年金事務所 所 在 地 電話番号 管 轄 区 域 

広島東 
〒730-8515 
広島市中区基町 1-27 

☎ 082-228-3131 広島市のうち中区、 
安佐南区、安佐北区 

広島西 
〒733-0833 
広島市西区商工ｾﾝﾀｰ 2-6-1 
（NTT ｺﾑｳｪｱ広島ﾋﾞﾙ１階） 

☎ 082-535-1505 広島市のうち西区、佐伯区 
大竹市 廿日市市 山県郡 

広島南 
〒734-0007 
広島市南区皆実町 1-4-35 

☎ 082-253-7710 広島市のうち東区、南区， 
安芸区 江田島市 安芸郡 

福山 
〒720-8533 
福山市旭町 1-6 

☎ 084-924-2181 福山市 

呉 
〒737-8511 
呉市宝町 2-11 

☎ 0823-22-1691 

呉市 竹原市 東広島市 
呉 

（東広島分室） 

〒739-0015 
東広島市西条栄町 10-27 
栄町ビル 1 階 

☎ 082-493-6301 

三原 
〒723-8510 
三原市円一町 2-4-2 

☎ 0848-63-4111 三原市 尾道市 豊田郡  
世羅郡 

三次 
〒728-8555 
三次市十日市東 3-16-8 

☎ 0824-62-3107 三次市 庄原市  
安芸高田市 

備後府中 
〒726-0005 
府中市府中町 736-2 

☎ 0847-41-7421 府中市 神石郡 
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★ 年金請求のイメージ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

①  年金請求書等は、年金待機者として登録している者を対象に各実施機関が自動抽出し

て発送する。 

②  年金の請求は請求者が希望する実施機関で手続を行うことができますが、基本的に請求

書が送られてきた実施機関（封筒に記載）に書類を提出するとスムーズに処理が進みます。

（28頁参照） 
       
 
 
 
 
 
 

    

若年退職者 

60歳退職者 

定年退職者 

定年退職者 

支給開始年齢到達時 

の年金制度 

（年金受給権発生） 

★年金請求書等を送付する実施機関 

第 1号厚生年金保険 
又は国民年金加入 
（60歳以後年金制度 
未加入） 

定年前再任用短時間 

・無職（年金制度 未加

入） 

 

暫定再任用フルタイム等 
★公務員共済組合の 

年金制度加入 
資格あり 

再任用短時間等 
★第1号厚生年金保険加入 

 

１厚生年金加入→日本年金機構から請求書を 

送付する 

２国民年金第 3 号被保険者（被扶養配偶者） 

→公立共済組合本部から請求書を送付す

る。 

・公立学校共済組合本部から、「年金待機 

者」に年金請求書を送付する。 

・日本年金機構から、年金待機者に年金請求

書を送付する。 

１一般組合員が支給開始年齢に到達した場合 

 →所属する公立学校共済組合各支部から年金 

請求書を送付する。 

２一般組合員が、支給開始年齢前に資格喪失

（退職）した場合 

 →公立学校共済組合本部から年金待機者に請

求書を送付する。 
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１ 年金の繰上げ請求に係る減額率の見直し 

  支給開始年齢に到達していなくても、60 歳以降であれば、本人が希望することにより、繰上げ請求を

行って、自身の支給開始年齢より前に年金を受給することができます。 
 

≪対象者≫ 

令和４年４月１日現在、60 歳未満の者（昭和 37 年４月２日以降に生まれた者） 
 

 

 

 

 

２ 年金の繰下げ上限年齢の引上げ 

老齢厚生年金及び老齢基礎年金は、原則として、65 歳から受給できますが、66 歳以降に受け取り始め

た場合（繰下げ受給）には増額した年金を受給することができます。 
 

≪対象者≫ 

令和４年４月 1 日現在、70 歳未満の者（昭和 27 年４月２日以降に生まれた者） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 65歳未満の在職老齢年金の停止基準額の見直しについて 

 共済組合の一般組合員である常勤フルタイムの再任用・任期付職員等が、在職中に年金の支給開始年

齢に到達した際の年金を「在職老齢年金」といいます。 

在職老齢年金は、賃金（標準報酬月額＋賞与）と調整しますので、一定の「停止基準額」を超える場合

は、年金の一部又は全部が支給停止になります。 

今回の制度改正により、65 歳未満の方の在職老齢年金の支給停止基準額が、28 万円から 47 万円に引

き上げられましたので、 65 歳以上の方と同様の「支給停止基準額」を適用して停止額を算出します。 

（＊）支給停止基準額（47 万円）は、毎年、１万円単位で改定する（令和５年度は 48 万円）。 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4 年 3 月 31 日まで 

65 歳未満 65 歳以上 

支給停止の基準額 

28万円 

支給停止の基準額 

47 万円 

 

令和 4 年 4 月 1 日から 

65 歳未満 65 歳以上 

支給停止の基準額 

47万円（令和４年度） 

 
 

令和４年４月１日施行の年金制度改正 

減額率一月当たり －0.5％  ★令和 4年 4月から 減額率一月当たり －0.4％ 

繰下げ上限年齢   70歳 

増額率一月当たり ＋0.7％ 

繰下げ上限年齢   75歳 

増額率一月当たり ＋0.7％ 
 ★令和 4年 4月から 

 ★令和 4年 4月から 
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公務員の共済組合（国・地方・市町村等）の年金は、最後に属していた公務員の共済組合が年

金額を決定（裁定）して支給することとされています。 

これにより、既に公務員の老齢厚生（退職共済）年金の受給権を有している方が、再度、公務

員の共済組合の一般組合員の資格を取得した場合は、公務員の年金制度を引き継ぐための手続と

して、年金受給権者再就職届書（以下、「届書」という。）を提出していただく必要があります。

この届書は、年金決定時に交付している『年金証書（原本）』を添えて所属所経由で、当共済組合

広島支部へ提出してください。 

 ◆ 紛失等により、年金証書（原本）を添付できない場合は、別途、その旨を記載して、届書

と一緒に提出してください。（様式不問） 

 ◆ 公務員の共済組合（国家公務員、地方職員、公立学校、市町村職員等）の年金受給権をお

持ちの方のみ、この手続が必要です。 

 ※ 公務員の期間の年金をお持ちでない方は、この届書の提出は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪参考≫ 

■ 厚生年金の被保険者の区分（平成 27年 10月以降） 

民間被用者（会社員） 第 1号厚生年金被保険者 

国家公務員（国立大学法人等職員） 第２号厚生年金被保険者 

地方公務員（地方職員・公立学校・市町村職員） 第３号厚生年金被保険者 

私立学校教職員共済制度加入者 第 4号厚生年金被保険者 

※ 公務員の厚生年金は、第２号厚生年金保険者及び第３号厚生年金被保険者 

 ※ 平成 27 年９月末までに受給権が発生した老齢を事由とする年金の名称は、退職共済年金 

 

 

公務員の老齢厚生（退職共済）年金の受給権をお持ちの方へ
 

年金受給権者の再就職に伴う手続 

＜様式は当共済組合広島支部の HP からダウンロードして入手＞ 

 



※　記入要領に従い、楷書ではっきりと記入してください。

3 4 1 2 3 4 5 6

・
（氏） （名）

★退職届書は、当共済組合の年金記録等を登録するために必要な書類です。必ず、提出してください。

◆「退職届書」の記入要領等（※退職者全員提出）

退職者
⑤

退年・減退
の受給権

有・無

退職年月日

元号 年 月 日

郵 便 番 号

退職者
③

退職者
④

義務
非義務

退職者
の

住所等

退職者
の

配偶者

みなし25年の
退共権

フリガナ

重複期間

ヒロシマ　ケン

町 名

日

一　時　金　支　給　額
給付
制限

広　島

上欄住所
のつづき

フリガナ

氏名

旧 姓

0 6

 氏　名　　青空　一郎

令和　６　年　３　月　31　日

所属機関名

及び職名　　青空小学校　校長

共済組合記入欄（任意）

所属機関の長

所属
機関名
職名

有・無 普通・定年・勧奨・失職

届出日　　令和　６　年　３　月　３１　日

退職者

性 別

男 ・ 女

日月

都・道

1

支部 組 合 員 番 号

　　　退　職　届　書（共済組合提出用）

 公立学校組合理事長 殿

昭・平 8

ヒロ　シマ タ　ロウ

0

元号

0

7

青空小学校

所 属 機 関 名

年元号

0

基 礎 年 金 番 号改 姓 年 月 日 障害状態の有無

有 ・ 無

職 名

退職
年月日

種

別 一 時 金 額

5 1 4

住所

受 給 日
元号 年 月

令和 0

×

－ 8

退職届書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

広　島 83

年 月 日

5・ 太　郎
生年
月日

00 00 0 00-0

証 書 番 号

0

××

3 3 1 岡　山
昭和
平成
令和

６３ 年　１０　月　 日

待機者番号（前歴あり）

教諭
ヒロシマ　シ

広　島 市・郡

月

××

種別

× × × × ×

082－　513　－　0123 （携帯№　090-1234-5678）

配偶者の有無

区（指定郡市）区(東京都) 中 町・村
府・県

2
ナカ　ク

昭・平

年

している・していない

フリガナ モトマチ　９９－９９

基町　９９番　９９号

配偶者を扶養していますか

番地等

5

電 話 番 号

無・有

日

3 8 1 0 1
「有」の場合は

記入して下さい。
配偶者の
年月日

元号

有・無

退 職 事 由
義務
非義務

退職事由

職名

職名
所属
区分

給付
制限

所属
区分

義・非 有・無

退職者
② 平成

昭和

昭和

平成

昭和

平成

昭和

平成

普通・定年・勧奨・失職

普通・定年・勧奨・失職

普通・定年・勧奨・失職

普通・定年・勧奨・失職

義・非

義・非

義・非

義・非

有・無

有・無

有・無

有・無

昭和

昭和

昭和

昭和

審 査 作成者

支部受付印 本部受付印

記入例
令和５年度末 退職者用
（網掛け部分は記入不要） 「届出日」は、「退職日」以降とする。

配偶者の扶養状
況は、退職日時点
の状況を想定し
て記入

★公立学校共済組

合の年金を受給中

の場合のみ、年金
種別・年金証書番

号を記入

【例】：障害厚生
（共済）年金、遺

族厚生（共済）年

金等

組合員期間に初診
日のある重度の障
害により、障害厚
生（共済）年金を
受けている又は、
請求を検討してい
る場合のみ「有」
に○をする。それ
以外の場合は、

「無」に○をする。

※忘れずに！

基礎年金番号が不
明の場合は、空欄
で可（当支部で記
入します。）

電話番号を必ず記
入（携帯電話可）

※忘れずに！

退職時の所属所機
関名及び職名
（日付は、土・日
であっても退職年
月日）

退職日前後に氏名
の変更がある場合
は、変更後の氏名
を記入し、「旧
姓」欄に変更前の
姓又は名を記入

旧姓及び改姓年月
日は、分かる範囲
で記入

退職日以降、概ね
６か月以内に転居
予定の場合は、転
居先の住所を記入
＊転居先が未定の
場合は、現住所を
記入

≪最終チェック！≫

※記入欄を再確認して提出してください。
※年度末退職の方の退職届書の提出期限は、令和６年４月１５日（月）です。
（期限を過ぎて提出する際の連絡は不要です。速やかに提出してください。）

組合員証（健康保険
証）の番号を記入

受 給 日

元号 年 月

一　時　金　支　給　額
給付

制限
職名

所属

区分

義　務

非義務
退職事由

昭和

令和

退職③

重複期間

有・無

共 済 組 合 記 入 欄 （任意）

一 時 金 額

退職⑤

退年・減退

の受給権

有 ・ 無

退職年月日
元号

退職④

みなし25年

の退共権

日

退職事由
義務

非義務

義・非

月 日

普通・定年・勧奨・失職

年

有・無

退職②

令和

昭和

平成

種

別
有・無

昭和

令和

職名
給付

制限

所属

区分

昭和

令和

有・無

義・非

義・非

義・非

義・非

普通・定年・勧奨・失職

普通・定年・勧奨・失職

普通・定年・勧奨・失職

普通・定年・勧奨・失職

有・無

有・無

円

有・無

作成者審　　査

平成

平成

平成

昭和

昭和

昭和

昭和

銭
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〔令和５年度用〕 

 

組合員の皆さまからよくいただく質問（Q1～Q21） 
 
 
 

 
 
 

  
 
     

 

 

 

 

A1 平成 27年 10月以降、被用者年金一元化に伴い、ワンストップサービスを開始していますの

で、「公務員共済」と「民間企業等」の年金は、ひとつの実施機関で複数の年金を請求すること

が可能になっています。 

  年金の支給開始年齢の２～３か月前に最後に加入していた年金の実施機関から請求書類が

届きますので、請求してください。（29頁参照） 

  なお、被用者年金一元化後も経過措置として、公務員等の老齢厚生年金は、男女とも同一の

スケジュールで支給されるのに対して、民間企業等へ勤務していた期間の老齢厚生年金は、男

女により支給開始年齢が異なります（民間企業等の老齢厚生年金については、女子の受給開始

年齢が経過措置により８頁の５年遅れのスケジュールになっています。）。 

  今年度末に 60 歳で退職される女性の場合は、公務員共済の老齢厚生年金と民間企業等の老

齢厚生年金の受給開始年齢が異なるため、２種類の年金を同時に請求することはできませんの

で、注意してください。 

＜例＞ 

Ａさん 女性（S38.4.2～S39.4.1生まれ）の場合 

① 民間企業等で１年以上働いた経験があり、その間、被保険者年金に加入していた。 

② 公的年金制度の加入期間が 10 年以上ある。 

※ 被用者年金の加入期間は、公務員共済、私学共済の組合員期間及び民間企業等の被

用者年金加入期間を合算（国民年金のみに加入していた期間は合算の対象外） 

 （被用者年金に加入している期間（20～60 歳）は、国民年金制度にも加入している） 

※ 公的年金の加入期間は、被用者年金の加入期間と「国民年金のみ」に加入していた

期間を合算（９頁参照） 

上記、①、②の要件を満たしている場合、Ａさんは、63歳から、民間企業等で勤務した期

間の年金を受給し、65歳から公務員共済の年金を受給します。加えて、65歳から老齢基礎年

金（国民年金）を受給することができます。 

年 金 制 度 ＦＡＱ 

Q1 公務員になる前に民間の会社に勤めていて、厚生年金に５年入っていた。老齢厚生年金の手続

はどこでするのか。また、その間の年金はいつからもらえるのか。 

 

 

公的年金の仕組み 
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A2 あなたが再就職しない又は、再就職しても被用者年金制度に加入しない場合は、市区町村役

場で手続をした上で、配偶者が 60 歳になるまで、配偶者の国民年金の保険料を払う必要があ

ります。（※任意継続組合員は、健康保険制度のみに加入し、年金制度には加入していません。） 

一方で、あなたが再就職して被用者年金制度に加入し、配偶者を扶養（被扶養配偶者）にし

た場合、配偶者は、国民年金制度上、「第３号被保険者」になりますので、国民年金の保険料を

支払う必要はありません（２頁、４頁参照）。 
 
 

 ＜例＞ 

 ○  退職した後、暫定再任用フルタイム勤務・任期付職員等の一般組合員として、広島県の 

公立学校に勤務し、配偶者を扶養したとき。 

★厚生年金被保険者（65 歳未満）の被扶養配偶者（20 歳～60 歳）→「第３号被保険者」 

 

 

●  公立学校共済組合の一般組合員として資格を再取得しますので、現職中と同様に、あな

たの配偶者は、国民年金制度上「第３号被保険者」となります。市区町役場で手続を行う

必要はありません。 

・ 現職中の組合員証番号は喪失し、新たな組合員証番号に変わります。 

・ 配偶者の認定に関する事務手続については、再任用先又は、当共済組合広島支部・短期 

給付係に問い合わせてください。（短期給付係 ☎ 082-513-4957、082-513-4958） 

  【注】 短期組合員は、公務員共済組合の年金制度に加入していません。 

配偶者の国民年金に関する手続等は、事業主（適用事業所）に確認してください。 

 

 

 

 

A3 老齢厚生年金は、65歳到達日（65歳の誕生日前日）の翌月から支給されるので、あなたの場

合は、５月分の年金が、６月に支給され、６月及び７月分の年金は、８月に支給されます（８

月と９月分は、10月支給）。★年金は後払いです。   

 

 

 

 

A4 時効により、学生時代の保険料を今から追納することはできませんが、退職後、65歳に達す

るまでの間は、国民年金に任意加入して、保険料を納付し、満額の老齢基礎年金に近づけるこ

とができます。 

ただし、再就職して被用者年金制度に加入した場合は、国民年金制度上の第２号被保険者に

Q2 56歳の妻（無職、被扶養配偶者）がいるが、私の定年退職後、市区町村役場で、国民年金の被

保険者の種別変更手続をして、妻の国民年金保険料を払う必要があるのか。 

 

 

Q3 私は昭和 38年 4月 5日生まれなので、 65歳から年金を受給することになるが、65歳の誕生月

（4月分）から年金が出るのか。 

 

 

 

Q4 学生時代（20 歳頃）の国民年金未加入だった期間について、保険料を今から払えば、満額の老

齢基礎年金を受けることができるのか。 
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なりますので、任意加入することはできません（65 歳まで）。 

※ 国民年金の「任意加入」をお考えの方は、「お住まいの市区町役場の国民年金担当」又は

「お近くの年金事務所」へ問い合わせてください。 

 

 

 

 

 

A5 共済組合員の期間のうち、国民年金の加入月数としてカウントされるのは、「20 歳」から「60

歳」までの期間とされています。 

60歳を超えても、同じ共済組合員として、長期掛金（保険料）を払っているのに、老齢基礎

年金額に反映されないという現行の取り扱いは、なかなかご納得いただけないものと推測しま

すが、制度上、やむを得ません。 

お尋ねの疑問に答える形の年金として、「経過的加算（65歳から支給）」というものがありま

す。これは、 20歳未満又は 60 歳以降に、被用者年金制度への加入期間がある場合、その期間

の「老齢基礎年金相当額」を公立学校共済組合の老齢年金に加算するもので、お尋ねのケース

で生じる矛盾を解消する役割を持っています。   

ただし、老齢基礎年金は、40年加入して満額支給という仕組みですので、加算される上限は 

40年分となっており、40年を超えた組合員期間分は、加算されない仕組みになっています。 

 

 

【例】22歳で就職して共済組合に加入、62歳で退職した方の場合 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

① 老齢基礎年金(65 歳から) 

・22歳～60歳までの 38年分を支給。 

② 経過的加算(65歳から) 

・「共済組合員期間 40年分の老齢基礎年金相当額」－「20歳から 60歳までの共済組合員期

間についての老齢基礎年金額」＝「２年分の老齢基礎年金相当額」を支給。 

 

 

共済組合員期間(40年)【 2･3階部分の老齢年金に反映 】 

22歳 60歳 62歳 20歳 

(未加入) 

Q5 学生時代は国民年金未加入だったので、この期間の年金は出なくてもやむを得ないが、60歳で

定年退職した後、暫定再任用フルタイムで勤務した期間（２年間）も掛金を払っているのに、どう

して、国民年金（老齢基礎年金）の金額に反映されないのか。 

 

 

 

① 老齢基礎年金に反映[ 1階部分 ] 
②経過的加算 

［2 階部分に加算］ 



- 36 - 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

A6 平成 28年 10月以降、短時間労働者の厚生年金・健康保険加入の適用範囲が拡大されています。 

自身の勤務形態による、厚生年金・健康保険の加入の有無及び種類等については、再就職先の

担当者へ確認してください（必須）。 

 

 

 
 

A7 再就職して、被用者年金制度（厚生年金）に加入する場合は、年金と賃金（給料等）の額に

応じて年金額の調整をしますので、年金の一部が支給停止される場合があります。 

再就職して、被用者年金制度（厚生年金）に加入しない場合は、年金と賃金（給料等）の調

整をしませんので、年金が停止されることはありません。 

  ※ 再就職する際は、事業主の担当者に年金制度加入の有無、種別等を確認してください。 

 

 

 
 

A8 働きながら受け取る年金を「在職老齢年金」と言います。 

今年度末に 60歳で退職する方の年金の支給開始年齢は、65歳です。 

65 歳の誕生日以降に一般組合員（任期付職員、再任用フルタイム職員等）として勤務する場

合は、老齢厚生年金の一部又は全部が支給停止されます。 

※ 年金の請求手続を行っていない場合は、年金決定時に遡って精算した額を送金します。 

※ 年金の受給開始年齢以降に再就職する際は、再就職先の事業主に年金・健康保険の加入の

有無及び年金の種別等を必ず確認してください。 
   

 

 

 

A9 組合員の期間と給料等の額によって異なりますので、一概に「どのくらい増える」とは言え

ませんが、数年前に、定年退職後、１年間、暫定再任用フルタイム職員として勤務した方の年

金額を調べたところ、概ね、年額で３～４万円程度の増額（平均）になっていました。 

当時とは年金額の水準が異なることに加え、平成 27年 10月以降の組合員期間は、被用者年

金一元化により３階部分の年金の取り扱いが変わっていますので、今から定年退職する方にそ

のまま当てはまるかどうかは分かりませんので、目安としてください。 

Q6 退職後に、再任用職員として就職することを考えている。 

私の職場での再任用の形態は、「フルタイム」と「ハーフ」及び、「時間講師」があるが、再就職

した場合の年金の支給停止について、説明にある「週 30 時間程度勤務」や、「週 20 時間未満で勤

務」とは、それぞれどの形態に当たるのか。 

 

 

 

Q7 年金の支給停止について、もし、公務員として週 20 時間程度の勤務で再就職した場合、支給停

止の対象となるのか。 

Q9 定年退職後、暫定再任用フルタイム職員として勤務した場合、退職後にどのくらい年金が増え

るのか。 

 

Q8 退職後、直ぐに年金が貰えないので、再就職することを考えている。年金の支給停止について知

りたい。 

在職中の老齢厚生年金（支給停止） 
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A10 加給年金の対象となる方は、一定の要件を満たした「配偶者」及び「子」です。 

あなたが 65歳になった時点で、一定の要件を満たしている配偶者がいる場合、配偶者が 65

歳になるまでの間、加給年金額があなたの老齢厚生年金に加算されます。 

 

☆ 加給対象者が配偶者の場合 

① あなた自身の被用者年金（厚生年金）の加入期間が 20年以上ある（国民年金のみに加

入していた期間は含まない） 

② 配偶者の生年月が、あなたの生年月より前である（※同一年月の場合は加算なし） 

③ 配偶者が 20年以上の加入期間に基づく年金の支給開始年齢に到達していない 

※ あなたが 65 歳到達時点で、加給対象者である配偶者自身が「20 年以上の加入期間に基

づく特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢に到達している」場合は、加給年金額の支給

が停止される） 

 

 

 

 
 

A11 繰上げ請求をするか否かは、本人の希望によるものですので、請求しなければならないわけ

ではありません。 

   繰上げ請求をせずに、支給開始年齢（65歳）まで待って年金を請求すれば、生涯、減額され

ない年金を受け取ることができます。 

※  繰上げ請求をする際は、メリット、デメリットを十分理解したうえで請求手続を行って

ください。（15頁参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q10 加給年金について、私が生計維持している配偶者は、厚生年金や共済組合に加入したことが

なく、同い年で、誕生日はほとんど変わらない。子供はいない。 

   私は、加給年金をもらえるのか。 

Q11 65歳から年金を受給するが、繰上げ請求はしなければいけないのか。 

65歳以降の老齢厚生年金（加給年金額） 

 

 

 

 

老齢厚生年金の繰り上げ 
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A12 老齢厚生年金を繰上げ請求する場合は、老齢基礎年金も同時に繰上げ請求しなければなりま

せんので、減額された老齢基礎年金を一緒に受給することになります。 

  ※ 老齢厚生年金と老齢基礎年金のどちらか一方を繰上げ請求することはできません。 

 

 

 

 

 

 
 

A13 公立学校共済組合の年金制度に加入していた組合員期間があり、一定の要件を満たしている場合

に公務員共済組合の年金を請求することができます。 

臨時的任用職員の公務員の組合員期間は、任用されていた時期及び期間によって異なります。 

令和２年３月 31日までは、任用から、１日も空けずに 13月目を超えた月の初日に公務員共済

の組合員の資格を取得していましたが、その後の制度改正により、令和２年４月１日から令和

４年９月 30 日までの間は、任用と同時に公務員共済の組合員の資格を取得することになりま

した。 

※ 令和４年 10月１日以降、臨時的任用職員は、共済組合の短期組合員となったため、加入

する被用者年金の区分は、「第３号厚生年金保険（公務員共済）」から「第１号厚生年金保

険（民間企業等）」に切り替わりましたので、公務員共済の年金制度の適用外になりました。 

 

 
 

 臨時的任用期間 公務員共済の一般組合員 

１ ～ R 2. 3.31 
任用から、1日も空けずに 13月目を超えた月の初日に資格取得 

 ※ 昭和 63年 4月以前は、国民年金に任意加入 

２ R 2. 4.1 ～ R 4. 9.30 
任用と同時に資格取得 

※ R4.9.30まで、第３号厚生年金加入（公務員共済の年金） 

３ R 4.10.1 ～現在 
R4.9.30まで一般組合員→R4.10.1以降、短期組合員 

※ R4.10.1から、第１号厚生年金加入（民間企業等の年金） 

※ 年金の加入記録は、誕生月に届いている「ねんきん定期便」で確認してください。 

※ ねんきん定期便で確認できない場合は、お近くの年金事務所へ問い合わせてください。 

Q12 公立学校共済組合の老齢厚生年金の繰上げ請求を行う場合は、老齢基礎年金も一緒にもらえる

のか。 

 

Q13 私は、広島県の公立小学校に臨時的任用職員として勤務していたが、公立学校共済組合の年金

をもらえるのか。 

 

公務員共済の年金加入期間 

 

 

 

≪ 臨時的任用職員の組合員期間等 ≫ 
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A14 公務員共済の一般組合員の期間に初診日があり、障害認定日以降に、公的年金の障害等級３

級以上になった場合は、障害年金の支給対象となります。 

被用者年金一元化前の障害共済年金は、在職中は、原則、支給停止されていましたが、共済

年金が厚生年金に統一されたことにより、在職停止は「解除」されました。  

ただし、一人一年金の原則により、老齢厚生年金と障害厚生年金の両方を受給することはで

きません（※退職後の障害給付の相談・請求窓口は、初診日に加入していた公務員の共済組合

になりますので、先ずは、当共済組合広島支部（長期給付係）に連絡してください。）。 
 
 

 

 
 

 

 
 

A15 遺族厚生年金の計算方法は、個々の状況（家族の有無等）に応じて異なるため一概には言え

ませんが、ひとつの目安として、「亡くなった方がもらっていた老齢厚生年金（退職共済年金）

の、概ね４分の３程度の額」になると考えておいてください。（25頁、26頁参照） 

 

 

          
≪「記入例」32 頁≫ 

 

 

 

 

A16 「旧姓・改姓年月日」欄は、必須の記入事項ではありませんので、「改姓年月日」を記入す

る場合は、分かる範囲で書いていただいて構いません（任意の記入欄）。 

 

 
 

A17 退職後、概ね６か月以内に転居することが決まっており、転居先の住所・電話番号等が分か

っている場合は、新しい住所・氏名等を記入しておいてください。 

  なお、当共済組合本部（東京）から送付する郵便物（広報紙・請求書・申請書等）が確実に

届くよう、郵便局に「転居届」を提出しておいてください。（☆ 忘れずに！） 

Q14 60歳年度末退職者だが、1年前に人工股関節置換術を行った。障害年金の制度があることは知

っていたが、私のように定年まで勤める者にとって意味があるのか分からなかったので、手続を

何もしていない。 

障害年金の請求をすることで、何かメリットはあるのか。 

 

公立学校共済組合から支給される遺族年金 

 

 

 

 

Q15 遺族年金について、「老齢年金の概ね 4分の 3」とあるが、どういう意味か。 

退職届書 

 

 

 

 

 

Q16 改姓した日をよく覚えていない。退職届書の「旧姓」と「改姓年月日」欄は、書く必要がある

か。 

Q17 退職後に転居する予定だが、住所と電話番号はどのように書けばよいか。 

公立学校共済組合から支給される障害年金 

 

 

 

 



- 40 - 

 

 

 
 

A18 退職日より前に提出することは可能です。この場合、提出年月日及び所属所長の証明欄の証明日

は、記入例のとおり「退職年月日」としてください。 

（退職日が土日祝日の場合も「退職年月日」） 

 ≪退職日以降に提出する場合≫ 

  〇 提出年月日（所属所長の証明日）・・・所属所長が証明して提出する日 

  〇 所属所長の証明欄（証明者氏名）・・・提出日時点の所属所長が証明する 

  〇 所属（学校等）の統廃合があった場合・・・事務を引き継いだ所属所の長が証明する 

 

 
 

A19 この「退職届書」は、公務員共済の一般組合員の組合員期間・給料・賞与等を登録するために必

要ですので提出してください。 

※ 登録完了後に「年金待機者（将来年金を受け取る者）」となります。 

※ 登録事務処理完了まで、概ね、半年～１年程度の日数を要します。 

※ 登録完了後に当共済組合本部から「待機者となられた方へ」を送付します。 

 

 

 

 

 

 

A20 年金制度の改正（昭和 61 年４月１日施行）に伴い、生年月日によって、年金の支給開始年齢が

段階的に引き上げられています。（下表） 

一般組合員（再任用ﾌﾙﾀｲﾑ）期間中に特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢に到達する方には、

当共済組合広島支部が年金の請求書等を送付します。  

 なお、65歳以降も当共済組合の一般組合員の資格を有する方の「年金請求」・「退職改定」に係る

事務処理は、当広島支部が行います。（※ 該当者には別途案内） 

 

 

 

                                  

 

   

 

 生 年 月 日 支給開始年齢 

1 昭和 24年 4月 2日～昭和 28年 4月 1日 60歳 

2 昭和 28年 4月 2日～昭和 30年 4月 1日 61歳 

3 昭和 30年 4月 2日～昭和 32年 4月 1日 62歳 

4 昭和 32年 4月 2日～昭和 34年 4月 1日 63歳 

5 昭和 34年 4月 2日～昭和 36年 4月 1日 64歳 

6 昭和 36年 4月 2日以降 65歳 

Q19 退職届書は、提出する必要があるのか。 

Q18 今年度末に退職することが決まっているが、退職届書は４月以降に提出するのか。退職日より

前に提出することは可能か。 

Q20 定年退職後、暫定再任用フルタイムで広島県の小学校に勤務しているが、老齢厚生年金の請求

は、いつ、どこでするのか。 

在職中の老齢厚生年金の請求（一般組合員） 

 

 

 

 

 

☆ 特別支給の老齢厚生年金支給開始年齢（60歳～64歳）  （表） 
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A21 被用者年金一元化（平成 27年 10月）に伴い、ワンストップサービスを実施していますので、公

務員共済組合以外の窓口で相談することも可能です。 

日本年金機構から支給する「老齢基礎年金（国民年金）」及び一般企業等に勤務していた期間の

厚生年金は、お近くの年金事務所へ相談してください。（28頁参照） 

 

≪公立学校共済組合の年金相談窓口≫ 
 

 現職者・退職者 
年金請求・事務処理 

年金相談窓口 

連絡先住所等 

（年金関係書類（送付・提出先）） 

1 

一般組合員 

（本務者・暫定再任用フルタ

イム・任期付職員等） 

※公務員共済の年金制度加入者 

公立学校共済組合 

広島支部 

〒730-8514 

広島市中区基町 9-42 

℡.082-513-4959（長期給付係） 

（8：30～17：15） 

2 
年金待機者 

※過去退職者で登録完了済者 
公立学校共済組合 

本部 

〒101-0062 

東京都千代田区神田駿河台 2—9-5 

℡.03-5259-1122（年金相談専用） 

（9：00～17：30） 3 
年金受給者 

※在職中の一般組合員を除く 

※ 公立学校共済組合の「年金待機者」及び「年金受給者」の年金の相談窓口は、当共済組合

本部となっています。 

※ 年金の請求書等は、年金の支給開始年齢到達日の２～３か月前に「最後に加入していた被

用者年金の実施機関」が送付します。（29頁参照） 

※ 障害年金に関する問い合わせは、初診日に加入していた被用者年金制度（厚生年金）の実

施機関が相談の窓口になります。（Q14参照） 
  
 
 
 

  

 

 

 

 

Q21 公務員共済の一般組合員の資格喪失した後は、年金に関する相談等は、どこで、どのようにす

るのか。 

一般組合員の年金相談＆手続等 

 

 

 

 

 

☆ 広報紙「教職員のための共済フォーラム」を年に４回（6、9、12、3

月号）及び年金受給者・年金待機者には、「年金フォーラム」を年２回

（６、12 月号）、公立学校共済組合本部が発行して、送付しています。 

☆ 公的年金・健康保険制度等について、分かり易く解説していますので、

是非、ご活用ください。 


